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第１節 選挙管理委員会 
 

選挙管理委員会      

(1)選挙管理委員会委員 （選挙管理委員会事務局）  

令和7年4月1日現在   

① 市選挙管理委員会  (任期  令和7年3月4日～令和11年3月3日)  

 
職  名 氏  名    

 
委 員 長  大 毛  十一郎    

 

 
委員長代理  裏 山  正 利    

 

 
委   員  池 西  隆 昭    

 

 
委   員  西    惠 司    

 

② 各区選挙管理委員会  (任期  令和4年4月20日～令和8年4月19日)  

 
《堺区選挙管理委員会》   《中区選挙管理委員会》  

 
職  名 氏  名  職  名 氏  名 

 
委 員 長 初 道 文 雄  委 員 長 盛 尾 清 和 

 
委員長代理 成 山 清  司  委員長代理 南 埜 昌 市 

 
委   員 酒 井 典 章  委   員 中 澤   勝 

 
委   員 三 窪 幸 男  委   員 八 木 靖 夫 

 
《東区選挙管理委員会》   《西区選挙管理委員会》  

 職  名 氏  名  職  名 氏  名 

 委 員 長 大 橋  正  委 員 長 佐々井 正 巳 

 
委員長代理 小 林 正 伸  委員長代理 一 瀨 幹 雄 

 
委   員 贄 田 健 二  委   員 塩 尻 春 夫 

 
委   員 林   康 男  委   員 積   司 朗 
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《南区選挙管理委員会》   《北区選挙管理委員会》  

 
職  名 氏  名  職  名 氏  名 

 
委 員 長 赤 木 嶺 夫  委 員 長 三 好 浩 文 

 
委員長代理 池 田 正 規  委員長代理 櫻 井 正 幸 

 
委   員 小 田 壽 彦  委   員 小 島 秀 明 

 委   員 下 塚   篤  委   員 辻 野 忠 雄 

 

 
《美原区選挙管理委員会》 

  

 
職  名 氏  名   

 
委 員 長 小 池 秀 樹   

 
委員長代理 筒 居 修 三   

 
委   員 東   年 一   

 
委   員 坂 田 正 子   

 

 

(2) 選挙人名簿登録者数（選挙管理委員会事務局）  

 
区 名 

令和7年3月1日定時登録日現在  

 
男 女 計  

 
堺 区 59,523 62,663 122,186  

 
中 区 46,849 51,280 98,129  

 
東 区 33,590 37,994 71,584  

 
西 区 53,250 58,835 112,085  

 
南 区 50,747 61,302 112,049  

 
北 区 60,722 69,990 130,712  

 
美原区 14,625 16,170 30,795  

 
計 319,306 358,234 677,540  
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(3) 衆議院議員小選挙区別開票区別投票区数 

 選挙区 開票区 投票区数   

 第15区 美 原 区 18   

 

第16区 

堺  区 25   

 東  区 11   

 北  区 22   

 小  計 58   

 

第17区 

中  区 15   

 西  区 19   

 南  区 22   

 小  計 56   

 合  計 132   

   

 

(4) 年次別各種選挙の推移 

 

（選挙管理委員会事務局） 
  

年次 

有権者 

 概数 

国        会 大   阪   府 堺    市 

衆議院 参議院 知 事 議会議員 市 長 議会議員 

千人 月／日  ％ 月／日  ％ 月／日  ％ 月／日  ％ 月／日  ％ 月／日  ％ 

昭和50年 474     4/13   67.23 4/13   67.23   4/27   63.41 

昭和51年 501 12/5   62.05       11/14  46.48   

昭和52年 509   7/10   62.37         

昭和53年 －             

昭和54年 526 10/7   61.64   4/8    64.84 4/8    64.83   4/22   59.87 

昭和55年 529 6/22   68.95 6/22   68.94     11/16  46.85   

昭和56年 －             

昭和57年 －             

昭和58年 548 12/18  61.32 6/26   57.42 4/10   62.41 4/10   62.41   4/24   60.29 

昭和59年 543         2/5    48.22   

昭和60年 －             

昭和61年 561 7/6    68.51 7/6    68.49         

昭和62年 569   12/27補21.90 4/12   60.10 4/12   60.10   4/26   52.77 

昭和63年 570   2/28 補22.03     1/31   34.05   

平成元年 574   7/23   64.07     10/8   33.86   

平成 2年 583 2/18   66.24           

平成 3年 580     4/7    50.84 4/7    50.84   4/21   46.37 

平成 4年 599   7/26   49.84         

平成 5年 602 7/18   61.01       10/3   37.03 10/3 補36.98 

（次頁へ続く） 
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（前頁の続き）       

年次 

有権者 

 概数 

国        会 大   阪   府 堺    市 

衆議院 参議院 知 事 議会議員 市 長 議会議員 

千人 月／日  ％ 月／日  ％ 月／日  ％ 月／日  ％ 月／日  ％ 月／日  ％ 

平成 6年 －             

平成 7年 620   7/23   36.12 4/9    50.12 4/9    50.11   4/23   40.78 

平成 8年 624 10/20  54.21           

平成 9年 619         10/5   39.25   

平成10年 627   7/12   58.06         

平成11年 619     4/11   52.65 4/11   52.63   4/25   45.94 

平成12年 633 6/25   56.39   2/6    45.10 2/6  補44.69     

平成13年 627   7/29   52.83     9/30   34.39 9/30 補34.38 

平成14年 －             

平成15年 637 11/9   54.58     4/13   40.87   4/27   41.26 

平成16年 638   7/11   51.95 2/1    39.32       

平成17年 

(美原町と 

合併) 

666 9/11   64.89       10/2   32.39   

平成18年 －       

平成19年 674  7/29   55.29  4/8    49.47  4/8    49.48 

平成20年 670   1/27   48.02    

平成21年 672 8/30   67.02    9/27   43.93 9/27 補46.38 

平成22年 679  7/11   54.97     

平成23年 675   11/27  47.99 4/10   49.43  4/10   49.42 

平成24年 680 12/16  57.50      

平成25年 675  7/21   52.08   9/29   50.69 9/29 補49.38 

平成26年 680 12/14 50.47      

平成27年 674   11/22  42.68 4/12   47.86  4/12   47.86 

平成28年 695  7/10   51.45     

平成29年 694 10/22 46.19   9/24 補44.08 9/24  44.31 9/24 補43.77 

平成30年 －       

令和元年 

（平成31年） 
691  7/21   46.95 4/7    49.99 4/7    49.73 6/9    40.83 4/7    49.72 

令和 2年 －       

令和 3年 688 10/31 54.88      

令和 4年 686  7/10   51.69     

令和 5年 675   4/9  47.97 4/9  47.62 6/4 34.12 4/9 47.98 

令和 6年 678 10/27  52.11     10/27 東補54.97 

（注）(1) 有権者概数は、一年間に2以上の選挙が行われている場合は、最後に行われた選挙のもの。 

     (2) 「補」は補欠選挙。 

    (3) 投票率は、参議院については昭和58年までは「地方区」、それ以降は「選挙区」のもので、 

          衆議院については平成8年以降「小選挙区」のもの。 


